
認知症予防を目的とした

「地域版J-MINT Brain Healthプログラム」

の効果検証研究について

国立長寿医療研究センター

予防科学研究部

転載を希望される場合は、
事前にご連絡ください。



認知症および軽度認知障害の有病率

出典：二宮利治. 令和5年度老人保健事業推進費等補助金報告書

認知症

✓ 認知症と軽度認知障害の有病率は今後も上昇傾向

軽度認知障害

有病率（95%信頼区間）を図示 有病率（95%信頼区間）を図示



認知症施策推進基本計画（厚生労働省）

• 令和6年12月に厚生労働省から策定



MCIとは

MCIの方の5～15%が1年間で認知症に移行するが、

適切な対策をすることで16～41%は認知機能が正常な状態に回復しうる

引用：『自治体で取り組む 認知症発症／進行のリスク 早期発見の手引き』（国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター）



早期介入の重要性

引用：『自治体で取り組む 認知症発症／進行のリスク 早期発見の手引き』（国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター）



介入方法の種類

薬物介入 非薬物介入

薬物介入や非薬物介入（ライフスタイル

の改善を目的とした介入）によって

認知機能低下が抑制できる可能性

MCIや認知症初期段階
の方が対象の研究

認知症リスクの高い方
が対象の研究

引用：『自治体で取り組む 認知症発症／進行のリスク 早期発見の手引き』（国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター）



非薬物介入：FINGER研究（ヨーロッパ）

Rosenberg A, et al. Alzheimers Dement. 2018; Ngandu T, et al. Alzheimers Dement. 2021

研究の概要 主要な結果

60～77歳の認知症リスクの高い高齢者において、多因子介入により認知機能が向上



非薬物介入：J-MINT研究（日本）

Sugimoto T, et al. J Prev Alz Dis. 2021; Sakurai T, et al. Alzheimers Dement. 2024.

研究の概要 主要な結果

←J-MINT研究HP

MCI高齢者において、多因子介入を十分に実施することで、認知機能が向上



非薬物介入：J-MINT研究（日本）

多因子介入の効果が得られやすい集団が明らかになってきています

Sakurai T, et al. Alzheimers Dement. 2024; Sugimoto T, et al. Alzheimers Dement. 2025.

血管リスク（高血圧 or 高血糖 or 脂質異常) 
を有する参加者

層別因子 グループ 介入効果の有無*

年齢
65-74歳（n=221） △（p=0.066）

75-85歳（n=212） -

APOE
APOE-ε4 あり (n = 302) -

APOE-ε4 なし (n = 124) 〇

GFAP
低い（<278.105） (n = 230) -

高い（≥278.105） (n = 74) 〇

高血圧
なし（n= 206） -

あり（n= 226） △（p=0.094）

高血糖
なし (n = 398) -

あり (n = 34) 〇

身体的フレイル
(J-CHS基準)

Robust (n = 176) -

Pre-frail, Frail (n = 209) △(p =0.052)

高血圧or高血糖
or脂質異常

なし (n = 129) -

あり (n = 302)⇒右図 〇

* 統計学的有意差（P<0.05）が認められた項目は〇を記載
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非薬物介入：J-MINT研究（日本）

多因子介入の効果は認知機能以外にも波及する可能性があります

項目 比較結果

食品摂取の多様性 増加

社会参加 増加

難聴によるハンディキャップ 低下

BMI 低下

除脂肪量 増加

収縮期血圧 低下

5回立ち上がりテスト 低下 （p=0.059）

身体的フレイルの新規発生 低下 （p=0.089）

血管リスク（高血圧 or 高血糖 or 脂質異常) 
を有する参加者

フレイル予防プログラム
としても活用できる可能性

項目 比較結果

収縮期血圧 低下

脈圧 低下

HDL-C 上昇

TG 低下

TG/HDL-C 低下

特定保健指導を組み合わせることで
より強力な生活習慣病予防へ

医療・介護の一体化事業としても
活用できる可能性



認知症予防に関わる指針

引用：都道府県・市町村向け認知症
施策推進計画策定の手引き. 株式会社
日本総合研究所. 令和7年3月.

引用：ヘルスケアサービス利用者・事業者
も使用可能な認知症に対する非薬物療法指
針.日本医療研究開発機構（AMED）ヘルス
ケア社会実装基盤整備事業にて作成.



認知症予防プログラムの現状と課題

【認知症予防を取り巻く課題】
全国の自治体や民間事業者によって介護予防プログラムが展開されているが、
認知機能改善に関する科学的根拠（エビデンス）を有するものはない

【課題の解決策】
認知症予防の非薬物による標準的な介入方法として、
科学的根拠のあるプログラムが社会に浸透していくことが必要不可欠



本研究の概要

健康情報の提供
＋測定会（24か月）

１９
自治体

前半
自治体

後半
自治体

評価

0カ月 6ヶ月 12ヶ月 24ヶ月

健康情報の提供
＋評価（0か月、6か月、12か

月）

ランダム割付

各自治体で
20名の教室を
2つ以上設置

多因子介入
プログラム

継続教室実施（自治体と相
談）

R8.4 R8.10 R9.3 R10.3

多因子介入
プログラム

多因子介入
プログラム

多因子介入
プログラム

自治体で導入可能な認知症予防を目的としたプログラムの有効性を

国内で初めて検証し、全国への展開を目指す

*

(*)追加で1自治体と参加協議中です



プログラムの内容

地域版J-MINT Brain Health プログラム

国立長寿医療研究センターがJ-MINT研究の知見に基づいて開発した
市町村などで導入可能な認知症予防を目的としたプログラム

↑生活ノート



本プログラムの特徴

1. 認知症予防に必要とされる要素（右図）を
含んだエビデンスに基づいたプログラムであること

2. 有酸素運動にエアロビクスダンスを取り入れており、
認知症予防に必要な運動強度の運動を
対象者が楽しみながら行うことができる

3. 認知トレーニング、講話・グループワークでは、
毎週異なる内容を実施するため、対象者が飽きにくい

4. プログラム参加前後の評価が含まれたプログラムであるため、
対象者自身の変化がわかりやすく、事業評価も行いやすい

5. プログラム終了後も継続して実施してもらうためのコンテンツ・仕組み
（DVDの活用や自主グループ化の促進など）の整備を進めている



研究協力自治体
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大阪府
富田林市、河内長野市

＊＋1自治体と参加協議を進めています



対象者の募集方法

• 60歳～80歳の方
• 令和6年度の特定健診または後期高齢者健診において、

高血圧または高血糖の基準に該当する方
- 高血圧：収縮期血圧≧140 または 拡張期血圧≧90
- 高血糖：HbA1c≧6.5

1. 下記条件に該当する方に、研究説明会チラシを郵送

2. チラシに記載の方法で、研究説明会に参加申し込み

3. 説明会に参加し、研究参加に同意

4. 後日、研究の参加可否通知を対象者に郵送
（研究の基準に合致しない場合、参加いただけない場合もあります）



ご挨拶

J-MINT認定推進機構株式会社

転載を希望される場合は、
事前にご連絡ください。



弊社の会社概要

• 商号：J-MINT認定推進機構株式会社(略称J-MAP)

• 設立：令和5年7月24日

• 資本金：450万円

• 本社所在地：愛知県大府市森岡町7-430
国立長寿医療研究センター連携ラボユニット番号2

• 代表者：江藤啓司

• J-MAPの目指すこと：
国立長寿医療研究センター（以下、長寿研）が開発したJ-MINT Brain Health
プログラムを社会実装し、その品質を維持しながら普及展開し、認知症予防
を推進すること
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弊社の組織図
20

取締役

代表取締役
江藤 啓司

CSO
杉本 大貴

国立長寿医療研究センター
主任研究員

CFO
小林 亮介
RDC代表取締役

公認会計士

顧問
櫻井 孝

国立長寿医療研究センター
研究所長

取締役
鷲見 幸彦

認知症介護研究・研修センター
大府センター長

国立長寿医療研究センター
理事長特任補佐(前病院長)

取締役
猪野 聰之輔

慶応義塾大学大学院
メディアデザイン研究科

附属メディアデザイン研究所
リサーチャー



地域版J-MINT Brain Healthプログラムの社会実装スキーム

プログラム参加者

プログラム
提供

J-MINT認定推進機構
（J-MAP)

認定料・管理料

J-MINT認定事業者
（J-MINTパートナー）

J-MINTインストラクター

J-MINT教室
教室運営

人材育成・派遣
認定・品質管理
・営業支援

国立長寿医療研究センター

フィード
バック

参加料

一般事業者 スポーツクラ
ブ

J-MINT教室

自治体

運営委託

※認定事業者がJ-MINTプログラムを自治体
や住民向けに提供。認定事業者は以下の2種
類を想定

※認定事業者、インストラクター
の認定を行う機関

※J-MINT教室は自治体の体育
館・公民館やスポーツクラブ等
で開催

学術的
支援



インストラクター育成・認証システムの概要

■インストラクター認証制度
• プログラムの効果を均一化するための制度
• 必要な知識、技量を有していることを証明する
• 認証を受けることでのインセンティブを保証する

E-learningの教科（全18教科）
インストラクターのガイドライ
ン

認知症予防のため栄養・食事

高齢者の生理的背景
認知症予防のための認知トレーニン
グ

認知症の基礎知識 認知症予防のための血管リスク管理

認知症に関わる社会課題 講話のインストラクションスキル

認知症予防の実践方法 ウォーミングアップの指導方法

身体的フレイル 筋力トレーニングの指導方法

オーラルフレイル バランストレーニングの指導方法

認知症予防のための身体活動 有酸素運動の指導方法

認知症予防のための社会参加 二重課題運動の指導方法

認証までの流れ

下記の資格を有するもの

• 介護予防運動指導員

• サルコぺニア・フレイル指導士

• PT/OT等の医療系国家資格者

• 保健師・看護師・栄養士（地域介護事業経験が５年以上あ

る者）

E-learning 実技研修・実技試験

認証（更新制度あ

り）

• 健康運動指導士

• 健康運動実践指導士

• 認知症予防専門士



今回の実証研究における弊社の役割

• J-MAPは、J-MINT Brain Healthプログラムを

自治体で安全かつ効果的に実施できるよう、運営、インストラクター・補助

員養成などを包括的に支援する実装パートナーです

• 自治体の負担を最小化しつつ、科学的に信頼できるデータを蓄積し、実証後

は地域事業として継続できる形を一緒に作らせて頂きます
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